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1. はじめに 

 
21 世紀の現在、世界の造船業は従来の造船王国であ

った日本の時代から韓国の時代へ移りつつあり、さらに

中国までが 10 年後には韓国を凌駕して世界一の造船国

になることを意図している時代である。 

そして、その背景にある世界経済は、中国を主体とす

るアジア全体を急激な産業発展に依存する国際的な生

産工場としての役割をもたせている。そのため、これら

の発展途上国は、各種資源や原料、製品の輸出入貿易量

を増大し、全世界における海上荷動き量の急増を齎す根

源として機能している。 

そこで、21 世紀の現在、進展する膨大な海上荷動き

量を輸送する各種船舶の船腹需要の急増は、世界の造船

史上 大の新造船竣工量を毎年更新し続けるほどの予

想以上の造船需要を齎している。 

そこで、過去半世紀の世界における海運や造船の環境

変化並びに現状の動向を概観し、さらに今後の四半世紀

において見込まれる海事産業の環境変化を調査する。 

その上で、この造船需要に対し韓国や中国の造船業が

どの様に対応し構造変化しているのか、そして何が問題

で、さらに日本造船業としては、今後どの様に対策を講

じる必要があるのかなど、世界の造船業の将来について

展望するものである。 

 

2. 21 世紀の産業と貿易は中国を主体に 

大きな構造変化を 

 
2.1 アジアを主体にする産業発展と輸出入貿易の構

造変化 

世界の経済・産業は、20 世紀後半を通じて米欧日の

先進国を主体にした時代から 21 世紀初頭には中国を主

体にするアジアなど発展途上国の時代へ変化しつつあ

る。特に中国の産業発展は著しく、鉄鋼、石油化学、自

動車そして造船等の基幹産業を主体に拡大し、その能力

増大の発展は著しく経済成長率は、過去 10 年間に年平

均約 9.1％、今後 10 年間も年平均約 8.2％の高成長が期

待されている。 

さらに、世界における社会や産業の発展に必要な一次

エネルギーは、20 世紀後半には石炭から石油へ、そし

て原子力から液化ガス等へ移りつつあり、原油の生産は

従来の中近東主体からロシアやブラジルなどを加えて

多角化し、中国も主要な石油輸入国に変化している。し

かし、21 世紀にはいり石油価格の急騰は代替燃料とし
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ての LNG、石炭、そしてバイオ・エネルギーの時代への

転換を促進し、さらに原子力の復活など一次エネルギー

の需給構造が変化している。 

また、世界の鉄鋼、石油化学、自動車、電子機器、IT 

関係そして造船等の各種産業は、欧米日などの先進国か

ら技術と資本の移転を受けた中国を主体とする BRICKS

などで低賃金と豊富な労働力を要因に急激に生産量を

増大発展している。 

そして低い人件費や生産コストに依存したアジアで

の各種産業における製品の生産量は、国際競争力を確保

し世界の消費量に応じて輸出量を増加し、21 世紀の現

在、アジアは各種製品、加工食料等の世界の生産工場的

な役割を担う時代に変化しつつある。 

その結果、世界各国からアジアの生産工場へ石油、鉄

鉱石や石炭などの各種資源の輸入量が急増し、アジアか

らは米国や欧州等の全世界への家電、IT 機器、繊維、

建設資材、家具、自動車等の製品・部品の輸出が急増し

ている。 

以上の様に世界の各種産業は、欧米日などの先進国の

時代から資本や技術の移転により、アジア特に中国を主

体にした発展途上国が世界の需要に応じて生産量を増

大し、輸出入の貿易構造が、量的にも、質的にも、そし

て流れが大きく変化する時代になっている。 

 

2.2 海上荷動き量の急増と多様化、今後の展望 

石油、鉄鉱石、石炭、穀物、木材等の各種資源の輸送

量の増大を要因に世界的に拡大している海上物流は、21

世紀に入り特に中国を主体とするアジアなどの発展途

上国への時代に変化し、資源の生産地と消費地は世界各

地に広散すると共に輸送距離が増大している。そのため. 

資源や原料の海上輸送量（トン・マイル〉は急激に拡大

増加し、特に流れが変化しているのである。 

さらに輸送の効率化や産地での付加価値化などから

輸送貨物の形態にも 変化があり、例えば、原油は生産

地で石油製品化、鉄鉱石はペレツト化、ボーキサイトは

アルミナ化、木材はパルプ化する様に輸送効率の向上か

ら素材を半製品化して輸送する傾向にある。 

特に、原料や資源の加工や半製品化への傾向は、世界

的な国際化により輸送する原料や製品の多角化と多様

化を生みだし、発展途上国の人口増加から多くの国が生

産地であると同時に消費地化しているため、資源から製

品までが世界各地に分散する広範囲なそして複雑な物

流輸送のネツトワーク・システムを形成している。 

そのため世界の輸出入貿易量、即ち海上荷動き量は、

20世紀の欧米間の大西洋貿易の時代から21世紀にはア

ジアから米欧間への太平洋やインド洋貿易の時代に変

化し、輸出入貿易の対象貨物の質、量、形状そして流れ

が大きく構造変化しているのである。 

 

3. 海運業は、企業の巨大化、専門化、高度化へと 

構造変化 

 

世界の海上物流が多様化、複雑化することにより各種

の貨物を輸送する船舶も航路や輸送形態と輸送量に応

じ大きな変化をし、特に貨物の種類毎に特化し、集約化

されている。同時に海運業としては、輸送効率を向上さ

せるために専門化や大型化そして、経営の高度化が促進

され、特に中国を含め発展途上国の支配する、或いは保

有する船腹量の増大を齎している（図 1 参照）。 

 

3.1 船種・船型別の船腹の需要／供給の構造変化 

（1）輸送貨物の多様化が、輸送船種の専用船化、多角

化を促進。 

・原油タンカー、石油製品タンカー、化学製品タンカ

ー、鉄鉱石専用船、穀物運搬専用船、コンテナ船、自動

車専用船、LNG 船、LPG 船など。 

（2）船腹需給のタイト化が船腹需要を増大 

・海上荷動き量の急激な増加に伴う必要船腹量の増加、
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内陸や港湾設備の不備などからの滞船や船混みが表面

的な船腹不足やスポツト傭船不足などの船腹の供給不

足を齎し、船腹量の需給タイト化を招いている。 

 
図１ 世界の商船の船腹量の推移 

（船種別、100GT 以上、ロイズ統計） 

 

注：予測は年平均伸び率を 4%とした場合で示す,NYK 調査 
70,80,90,2000 年の（）内の数字は船種別の内訳構成%を示す。 
［］はコンテナ船を示す。<>は隻数を示す。 

 

（3）海上運賃は好転し、海運会社は高利益を確保 

・船腹需要の増大とスポツト傭船の需要増加が、表面

的な船腹需給のタイト化を齎し、傭船量不足が各種船舶

の海運市況を好転させ運賃や傭船料を大幅に上昇させ

ている。 

（4）他方、燃料油価格の急騰や船員不足が輸送コスト

を上昇 

・2007 年現在、石油価格の急騰は燃料費の急騰を齎

し、さらに船員数の減少は世界的に人件費の上昇を招

き、船舶による海上輸送では輸送コストの上昇が著し

く、海上運賃は急騰している。 

他方、過去数年間に多量発注され今後 2011 年までに

建造される各種船舶の手持ち工事量の膨大な造船量は、

船種により 2010 年前後になると船腹需要の伸びの減少

に較べて過大な就航船腹量の増大が顕在化し、一時的に

船腹需給を緩和させるであろう。即ち、数年後には、海

上荷動き量の増減にもよるが、過剰船腹が海運市況を緩

ませ、運賃下落と発注量の減少を齎し、さらに船価の下

落を生み出す懸念がある。 

 

3.2 海運業の経営･運航管理の構造変化 

船舶需要の増大は、運航船社の経営合理化や輸送効率

向上のための近代化や国際化を齎し、共同運航や中国

海運など発展途上国の自国船船腹量の増大を齎してい

る。 

物流の輻輳化は、国際化する海上物流において輸送関

係企業の合併や集約の促進による業務提携、共同配船や

荷役岸壁の共用など運航管理の合理化を促進している。 

そして、船舶の運航やマンニング等の船舶管理会社へ

の委託、そして経営の近代化が促進され、税金の安い便

宜置籍船の増大等への保有形態の変化が行われている。 

他方、先進国海運の船員不足が問題化し、発展途上国

での船員育成と確保、特に上級船員や LNG 船の船員の不

足など先進海運国における人員確保と船員教育が今後

の課題になると考えられている。 

 

3.3 船舶技術の変化 

（1）遠距離輸送と輸送貨物の多量化が船型の大型化を

促進 

・大量輸送による輸送コスト削減のために大型化が促

進され、原油タンカーの VLCC は 320 型，鉄原用大型バ

ルカーは 380 型 VLOC，13,000TEU 型コンテナ船、8,000

台型 PCC，20 万ｍ3LNG 船などの 大船型の船舶が今後

多数建造される。 

（2）環境問題に関連した大気汚染防止などの安全規制

の強化 

・CO2 排気ガスの防止のための規制が強化され、二重

船殻構造タンカーやバラスト排水規制などの海上汚染

防止対策が促進されている。さらに CSR〈共通構造規則〉

による船舶の安全のための重量増加や加工精度の向上
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などが促進され、建造コスト即ち材料費や人件費の高騰

し船価が増加傾向にある。 

（3）船舶推進装置の効率化、安全運航や運航経済性が

重視 

・大出力主機関、二重反転プロペラ、アジポツトプロ

ペラ、電動化促進、航海計器の高度化､船舶安全運航の

確保、海賊被害防止や海難予防対策の強化など船舶の安

全性が重視される傾向にある。 

以上の様に、海上物流の増大は、国際化とともに船舶

の近代化や経済性を追及するための大型化や船舶技術

の向上を促進しながら、今後数年間は、海上輸送の構造

変化を齎し長期的には船腹量の増加傾向が維持される

と見込まれている。 

しかし、現在、連続している船腹量の増大傾向が、船

腹量の約 10％にも相当する年間新造船竣工量によるこ

とは、異常であり過大すぎるため、2010 年以降は、竣

工量が一時的に減少し船腹量の伸びが鈍化し、新造船量

も鈍化するものと予測される。 

 

4. 21 世紀に台頭著しい中国造船業の造船能力 

 

 世界の海運が、社会や産業の構造変化を反映して大き

く船腹需要を増大しているのに合わせて、世界の造船業

も質的、量的に大きく変化している。特に中国と韓国は、

造船能力を増大し、受注できる時に可能な範囲で仕事量

を確保しようと手持ち工事量を増大し、急激に造船設備

や生産性を増大し、世界の造船量を急増している。 

 

4.1 造船量の増加傾向は著しく史上最大を継続 

（1）史上 大の新造船受注量（表 1,2.受注量参照） 

・100GT以上の商船を対象にしたロイド統計によれば、

2003 年以降、新造船の受注量は毎年増加傾向にあり、

過去 大の 1973 年の約 72.8 百万 GT を越え,2006 年に

は約93.6百万GTの世界の造船史上 大の受注量を記録

した。この内、日本は約 23％、韓国は約 40％そして中

国は約 26％を占め日韓中三カ国で約 89％を占めている。 

特に 2004 年前後の CSR（共通構造規則）による安全

規制強化などによる建造コスト増加に起因する駆け込

み発注増もあり、海運市場の好転とともに船腹需要の増

加が急激に新造船発注量の増加を齎している。 

（2）新造船竣工量も史上 大値を記録 

   （表 1,2.竣工量参照） 

新造船竣工量は、1970年代の石油危機後の15年間程、

世界的に大幅に減少して推移していたが、その後の海運

市況の回復を反映し 1985 年以降増加傾向にある。そし

て、世界合計で、過去 大の 1975 年の約 34.2 百万 GT

を 2003 年に越え約 36.1 百万 GT を記録して以降、造船

史上 大の竣工量記録を更新続け、2006 年には約 52.1

百万 GT を記録した。 

そして、現在の手持ち工事量から推算すると 2007 年

には約 65.1 百万 GT、2008 年には、さらに増加し約 68.4

百万 GT と見込まれ毎年記録を更新続けている。 

そして、2007 年の竣工量の内､日本は約 28％、韓国は

約 33％、そして中国は約 20％を占め日韓中の三大造船

国合計で約81％のシェアーを確保している（図2参照）。 

 
表１ 世界の地域別の新造船・受注/竣工/手持 

（2007 年 9 月現在のロイズ統計） 
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（3）船種別竣工量 

現在の新造船の建造需要は、各船種に及びタンカー、

バルカー、コンテナ船、液化ガス船の四主要船種が同時

並行的に多量な造船量として示されている。この傾向は、

船腹需要の増加や海運市況の好転が、2003 年前後の低

船価多量受注とともに予想以上の新造船発注に結びつ

いたからであろう。 

また、1990 年代末には、老朽船の解体量増大に伴う

代替建造需要が増加したが、2007 年現在は、市況の好

転が中古船の運航を促し、解体量は激減している。 

（4）手持ち工事量（表 1,3.手持工事量参照） 

スポツト傭船の増加による船腹需給のタイト化や海

運市況の好転は、世界の船主の新造船の発注意欲を促し、

2007 年 6 月末の世界の新造船手持ち工事量は、約 269.4

百万ＧＴと造船史上 大となり、約 4年分強の仕事量を

確保している。しかし、現在の手持ち工事量は、船種別

に見るとコンテナ船が保有船腹量の約 50％、LNG 船が約

80％に相当する程多量で、これらが今後数年間に建造さ

れるため一時的には船種により 2010 年前後に船腹量の

需給関係が、緩み過剰の傾向が顕在化する可能性がある。 

 
図２ 世界の新造船竣工量の推移（GT ベース） 

 

4.2 世界の主要造船所 

 

（1）日本、韓国、中国、その他アジアの大型船建造

の主要造船会社 

2007 年 9 月末現在、アジアには、100 千 DWT 型以上の

大型船を建造できる設備を有し、既に 100 千 DWT 型以上

の新造船の手持ち工事量を有する主要造船会社は、日本

が 14、韓国が 8、中国が 9、台湾が１で、合計 32 会社

である。そして、さらに現在建設中の大型船建造造船所

で既に手持ち工事量を有する会社を含めると 2009 年頃

には、日本は 14、韓国は 10、中国は 14、台湾は１、ベ

トナムが１に増大しアジア合計で約 40 会社となるだろ

う。 

また、10 千 DWT 以上、100 千 DWT 未満を建造できる中

型造船会社は、2007 年 9 月現在、日本、韓国、中国、

台湾、ベトナム、インドの 6カ国で 120 社ある。そして、

さらに現在建設中で既に手持ち工事量を有する中型造

船会社は 2009 年頃には新たに韓国は 7、中国は 28、ベ

トナムで 1、インドで 3会社が増加し、アジア合計で 39

会社が増加し、既存を含めて 159 会社に増加する。 

そして、中国では、上記以外に其の他の中小造船所の

建設計画が多数あり、現在すでに新造船を受注している

造船会社は約 50 以上が存在する。 

さらに、韓国では建造ドツクや船台を使用せず、浮き

ドツクや大型浮きクレーンやスキド工法などで大型ブ

ロツクを建造する方式に加えブロツク工場から造船所

に転換した数社の造船所もあり、従来に較べ、今後約 3

割以上の造船量増大を可能とするであろう。 

欧州や其の他国を含む世界の造船業は、インドやベト

ナムを除き大きな設備能力の増大を計画している国は

少なく、期間的にも大幅な増力増大は期待できない。 

（2）造船部門従業員数 

主要国の造船工業会加盟社造船部門の従業員数は、社

外工を含め 2006 年時点で、日本は約 46,800 人、韓国は
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約 93,400 人、欧州は約 137,000 人である。しかし､2007

年には、日本は微増、韓国は大幅な増加傾向、中国は従

来から人員削減をしてきたが 2006 年以降は造船設備拡

大により、増員傾向にあるが充分な労働力の確保が難し

い。そして全般的に各国とも社内工よりも社外工の比率

が大幅に増加する傾向にある。 

2007 年現在、韓国で問題になっている課題は、従業

員の技術水準の低下である。韓国は造船量の増大に伴

い従業員数を増加しているが、他方、1970 年代に採用

した多数の熟練工が今後定年で退職することによる技

術力の不足が問題で、そのため急激に新人を大幅に採

用しているが、数年間は技術力がかなり低下すること

である。 

中国は、新設や計画中の造船工場数が、現在の約 3

～5 倍に増加するのに伴い 2007 年以降従業員数を増加

しているが、数年間では、質的に問題で充分な能力の

ある人員が集め難い傾向にある。反面、国営であるた

め韓国（平均約 40 歳）よりも高齢化（平均約 42 歳）

しており退職者を増大したいが、難しい面もある。し

かし、現在は、特に急成長のため新設工場における技

術者数が不足し、韓国や日本から多数の技術者が中国

の造船所や設計会社などにスカートされ国際化が進ん

でいる。 

 

4.3 国際競争力 

 

（1） 技術力、生産性 

造船業における国際競争力には価格競争力(建造コス

ト，契約船価、契約条件、資本金)と非価格競争力(技術、

品質、納期、アフターサービス)があるが、日本と韓国

の技術・品質の格差は減少し、かなり日本に接近してい

る。しかし、非価格競争力において，韓国は各種船舶の

建造実積を増大するのに従い、順次技術力を向上しかな

り日本に接近してきたため、中国に較べると韓国の方が

強い。生産量も 2008 年現在韓国は、従来の建造実積か

ら約 3 割以上増加した建造量を計画しているので生産

性の向上か顕著である。さらに 近は LNG 船やコンテナ

船以外の従来建造数が少ないバルカーの建造にも注力

し始めている。 

（1） 新造船船価 

2004 年以降、受注量が増大し、世界の造船業は史上

大の手持工事量を確保した為、売り手市場となり選別

受注傾向にある。そして 2006 年以降、鋼材や資材の生

産供給不足が価格の高騰､人件費上昇等から建造コスト

を大幅に増大させ、さらに CSR（共通構造規則）による

鋼材重量増加などの規制強化は、駆け込み発注量増大も

あり船価は高値横這いの状態を続けている（図 3参照）。 

 

図３ タンカーとドライバルカー新造船価格の推移 

 

 
資料：Clarkson“World Shipyard Monitor” 

各年平均値、2007 年（6月）は参考値 
03 年に船型分類変更あり。 

 

特に、対ドル為替レートの上昇傾向から中国元や韓国

ウオンは、今後切りあがる可能性が強いため契約船価は

順次、ドルベースでは上昇傾向にあるため日本との価格
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格差は減少している。 

 

4.4 新造船建造能力の増大対策 

 

（1） 世界の新造船建造能力は、特に韓国、中国が生

産性向上や大幅な設備能力の増大により急激に増加し

ている。 

日本は、一部の造船所がドツクを修繕用から新造船用

へ転用したり、クレーン能力の増大や生産性向上を促進

し､さらにブロツクの国内外での生産等により造船量を

増加している。 

韓国は、従来の大型建造ドツクに加えて新陸上建造方

式や大型フローチングドツクや大型クレーンを新設し

て造船能力を増大、さらにブロツクの海外や所外建造等

に委託するため造船量を大幅に増大している。加えてブ

ロツク工場が造船所へ転換し数箇所に大型・中小手造船

所が新設され計画中を含め造船能力は 2010 年までに大

幅に増大する。 

中国は、既存の旧態中小造船所の数箇所を廃棄・転用

する代わりに、勃海や長江河口､広州の３地域に新設中

の17箇所以上の大型船造船所ヘ2015年までに移転する

予定。さらに、その他建設中や計画の新造船所が全て完

成すれば、中国の造船能力は現在の数倍に増加する可能

性もあり。 

其の他国にはインド、ベトナムなどに大型造船所建設

計画があり、2015 年頃までに完成する可能性がある。 

（2） 世界の現実的 大建造能力は、建造設備､従業員

数､生産性､建造実積等考慮すれば2005年の約53百万Ｇ

Ｔから 2015 年には、約 86～93 百万ＧＴに増加すると見

込まれる。特に大幅な増加の原因は、中国の過大造船設

備の新設にあり、現在建設中の 20 箇所以上の大型造船

工場が2010年までに具体化され稼動し始める2015年以

降は設備能力の過剰が顕在化するであろう。 

 

4.5 問題点 

 

（1） 舶用関連工業製品の生産量不足  

造船量の急激な増大に伴い、アジア域内の舶用関連工

業は、鋼材をはじめとして主機，補機、各種舶用関連機

材などが材料不足や生産能力不足のため、2007 年現在

日本、韓国、そして中国では、新造船需要に較べ舶用関

連機器の供給不足の傾向が顕在化している。特定な機材

によっては注文に対応できず船舶の納期に遅れが出る

可能性もある。舶用関連製品の自給率は日本では約

100％、韓国では約 70％、中国では約 40％で、韓国と中

国は船主指定から多くの装備品を日本、韓国から輸入し

なければならない。しかし、現在価格の高騰もあり、韓

中は国産化を促進しているが、急激な自給率の増大は難

しく本船の納期にも影響する可能性が出て来た。 

（2） 従業員数不足 

造船量の増大に対して、中国、そして日本の造船業は、

現場の熟練労働者や技術管理者が不足しており、現在、

日本では国内不足のためベトナムやブラジルなど国際

的な労働力を確保せざるを得ない状態にある。さらに国

内大学卒の技術者の造船所就職者が減少し、國際化と同

時に入社後の再教育が必要となっている。 韓国では、

大学卒の採用が 900 名と多く恵まれ多くが比較的高給

の造船所に就職するので現状では問題がないが、近年、

老年熟練工の定年退職者が急増するため新人を採用し

ているが未熟のため 近、人身災害事故が急増して問題

化している。 

 

5. 結 び 

 

 20 世紀の後半世紀には、世界の竣工量のうち日本が

約 5割のシェアーを確保していたが、21 世紀にはいり

韓国が日本を凌駕する時代に変化し、2007 年現在、中

国が現在の造船量を 3倍以上にも増加することを目的
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とした大型造船工場を多数建設中である。もし計画通り

に、これらの新設造船所がすべて完成すれば、2015 年

以降の中国の造船能力は大幅に増加する可能性がある。

しかし、設備能力の増大に応じた技術や管理能力が充分

対応されていないため、胃袋だけは大きい造船大国には

なるが、2015 年でも造船強国になるには、未だ長期間

が必要と見込まれる。 

そして、欧州の旧西欧造工やインド、ポーランド、台

湾、そして既に VLCC ドツクを建設中で大型船建造を考

慮しているベトナムなどその他の造船国の将来を考慮

しても四半世紀内にアジア三カ国を凌駕する造船国が

急激に台頭する懸念は少ない。 

過去、半世紀の間、シェアー5割の造船王国を維持し

続けてきた日本造船業が、韓国や中国の台頭に造船王国

の座を譲らざるを得ない社会や産業の環境変化には、技

術のみでは抗しがたく、時代の流れに順応しながら日本

独自の生きる道を開拓していかなければならない。しか

し、後を追う韓国や中国も既に日本と同様な若者の造船

離れの社会現象を一部に生み出されている現在、技術力

では未だ充分な競争力や開発力を有している日本造船

業や舶用関連工業としては、今後も未だ十年以上は国際

競争力を維持できるであろう。 

その為には技術開発や人の育成等の維持継続性を確

立し、競争力を高める今後の対応の如何により欧州や韓

国や中国に対坑できるかが決まるであろう。したがって、

新造船においても高付加価値船としてクルーズ船、LNG

船、PCC（自動車運搬船）等における技術の維持や開発

が重要であり、日本造船業としてもこれらの高付加価値

船に特化するか、中国の設計や技術開発を請け負うエン

ジニアリング事業に徹する等の方策も考えられる。 

また、今後は、世界の船腹量の増大に伴い修繕船事業

は急増しているが、他方ダーテイ産業として、修繕工が

大幅に減少し世界的に修繕船能力が不足傾向にあるた

め、特に LNG 船の様な特殊技術の修繕工場の不足は船員

問題や舶用関連産の拡大とともに世界の造船業が考慮

すべき、大きな課題である。 

従来から造船産業は、労働集約型産業として生きてき

たため、問題は人であり、若者が魅力ある産業として働

ける造船業、舶用関連工業を維持形成する給与や作業環

境の改善が必要であろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（424）




